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第４節 良好な地質環境の保全

１ 現況と課題

 私たちの大地は、大気や水とともに物質やエ

ネルギーを循環させる役割を担うとともに、天

然資源の保有、保水や地下水の形成、多種多様

な生物の生態系の維持などの重要な役割も担っ

ています。

地盤沈下は、直接的被害として抜け上がりや

不等沈下による建造物への被害、間接的被害と

して低地帯化による洪水時の浸水被害等の影響

を与えますが、ゆっくり進行するため公害とし

て認識されにくい反面、一度、発生すると回復

が困難であるなど他の公害と異なる側面を持っ

ています。

地下水は、飲用水、工業用水、農業用水等身

近な水資源として広く活用されており、地下水

を良好な状態に保全することは私たちに課せら

れた責務です。

もし、地下水が揮発性有機化合物や重金属な

どでいったん汚染されると、これを浄化するこ

とは容易ではなく、多額の費用と非常に長い年

月を要することから、地下水汚染の未然防止を

図り、「県民の貴重な水資源」として維持してい

くことが重要です。

 土壌は、いったん汚染されると、有害物質が

蓄積され、汚染が長期にわたるという特徴があ

ります。

土壌汚染による影響としては、人の健康への

影響や、農作物や植物の生育阻害、生態系への

影響などが考えられます。

特に人の健康への影響については、汚染され

た土壌に直接触れたり、口にしたりする直接摂

取によるリスクと、汚染土壌から溶出した有害

物質で汚染された地下水を飲用するなどの間接

的なリスクが考えられます。

（１）地盤沈下の状況

一般的に地盤沈下は、地下水の過剰採取、

天然ガスかん水の採取、構造物等による ** 圧密、

*沖積層の自然圧密等が原因となって起こりま

す。

 地下水は生活用水、工業用水、農業用水など

として容易かつ安価に採取できるため、生活水

準の向上、各種産業の発展等による水需要の増

大や深井戸さく井技術の発達に伴って大量の地

下水が採取されるようになり、広い地域で地盤

沈下が発生してきました。

本県の場合は地下水採取と天然ガスかん水の

採取が主な原因となっています。

ア 地盤沈下の推移

  地域別に地盤沈下の推移を見ると、東葛、

葛南、千葉・市原、君津地域では、急激な産

業の発展、人口の増加に伴う地下水の採取量

の増加や天然ガスかん水採取量の増加により、

昭和 40年代には年間 20cmを超える沈下地域

が出現していましたが、工業用水法、県公害

防止条例等の法令や公害の防止に関する協定

等による地下水及び天然ガスかん水の採取規

制・指導、葛南地域における可燃性天然ガス

鉱区の買い上げ等の効果があらわれ、5 年ご

との累積沈下量の比較では、一部の地域にお

いては沈下が継続しているものの、全体的に

は沈静化の傾向を示しています。

  北総地域では、近年、地下水採取量は減少

傾向にありますが、一部地域では地盤沈下が

継続しており、最近の５年間においても年間

２cm 以上の沈下が見られる地域もあります。

  九十九里地域では、昭和 48 年までは毎年

10cm 前後沈下していました。現在も、沈下

量は減少したものの広範囲に沈下が継続して

おり、一部地域では年間３cm 程度の沈下が

見られる年もあります（図表 4-4-1）。
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 イ 地盤沈下の状況

  地盤変動の状況を監視するため国土地理院

の協力を得て、昭和 35 年から毎年精密水準

測量を実施しています。

19 年の変動量調査面積は 3,204.7km2 であ

り、このうち地盤沈下した地域の面積は、

3,004.2 km2 で 18 年の 1,154.0 km2 に比べ増

加しました（図表 4-4-2、4-4-3）。
また、地盤変動量別面積で見ると、年間の

沈下量が２cm 未満の地盤沈下面積は、18 年

の 1,142.3km2 に対し 2,942.8km2 に、沈下量

２cm 以上４cm 未満の地盤沈下面積は、18
年の 11.7km2 に対し 61.4km2 に、それぞれ増

加しました。

なお、沈下量４cm 以上の地盤沈下地域は

見られませんでした。

19 年の地点別の沈下量を見ると、九十九里

地域の東金市松之郷（TO－20 水準点）が 18
年に続いて最大で、その沈下量は 2.80cm で

した。

図表 4-4-2 平成 19 年 地域別・変動量別面積

                    単位：km2

注）（ ）内は平成 18 年
※東葛地域：野田市，柏市，流山市，我孫子市，松戸市

葛南地域：浦安市，鎌ヶ谷市，市川市，船橋市，習志野市，

八千代市

千葉・市原地域：千葉市，四街道市，市原市，長柄町

君津地域：袖ケ浦市，木更津市，君津市，富津市

北総地域：成田市，栄町，本埜村，印西市，白井市，印旛村，

佐倉市，酒々井町，富里市，芝山町，八街市

九十九里地域：銚子市，多古町，旭市，匝瑳市，横芝光町，

山武市，東金市 ,九十九里町，大網白里町，白子町，

茂原市，長生村，長南町，一宮町，睦沢町，いす

み市，大多喜町，勝浦市，御宿町

地域※

地盤変動

調査面積

沈下量(cm)別地盤沈下面積 地盤沈下

がみられ

ない地域
～1.99

2.00～
3.99

4.00
～

計

東葛
358.2

(358.2)
358.2
(2.1)

0.0
(0.0)

0.0
(0.0)

358.2
(2.1)

0.0
(356.1)

葛南
253.9

(253.9)
253.9
(5.6)

0.0
(0.0)

0.0
(0.0)

253.9
(5.6)

0.0
(248.3)

千葉・市原
617.7

(617.7)
606.1

(129.3)
0.0

(0.0)
0.0

(0.0)
606.1

(129.3)
11.6

(488.4)

君津
264.3

(264.3)
168.3
(47.0)

0.0
(0.0)

0.0
(0.0)

168.3
(47.0)

96.0
(217.3)

北総
643.8

(643.8)
635.8

(103.6)
8.0

(0.0)
0.0

(0.0)
643.8

(103.6)
0.0

(540.2)

九十九里
1,066.8

(1,066.8)
920.5

(854.7)
53.4

(11.7)
0.0

(0.0)
973.9

(866.4)
92.9

(200.4)

合計
3,204.7

(3,204.7)
2,942.8

(1,142.3)
61.4

(11.7)
0.0

(0.0)
3,004.2

(1,154.0)
200.5

(2,050.7)
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SE-5　野田市

I-3  市川市

U-3A  浦安市

F-9  船橋市

NO.45  千葉市(中央区)

S-2  袖ケ浦市

ＴＭ-8  富里市

41  茂原市

図表 4-1-1 主要地点の経年水準点変動量
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図表 4-4-3 千葉県水準基標変動図（1年間変動図）
 （平成１９年１月～平成２０年１月）
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（２）地下水位等の変動状況

 地下水は、雨水や河川水等の地下浸透により

補給されますが、この浸透は極めて緩慢なため、

補給量以上に地下水を採取すると地下水位が低

下し、これに伴い地層が収縮し、地盤沈下発生

の原因となります。

 このため、県では 27 市町村 81 か所に 131 井

（うち*地盤沈下観測井を兼ねるもの 53 井）の

観測井を設置し、地下水位及び地層収縮量の観

測を行っています（図表 4-4-4）。

観測井諸元

観測井名 所在地 

深

度
(m)

ストレーナー 
深度(m) 

浦安-3 浦安市猫実 220 178.5～195.1 

船橋-2 船橋市湊町 1丁目 200 172.3～183.6 

八千代-3 八千代市村上 250 168.5～193  

内陸 W-2 松戸市上本郷 140 128～140 

柏-1 柏市根戸石東 350 296.8～318.9 

我孫子-2 我孫子市泉 220 169.1～191.2 

野田-1 野田市山崎上海 270 221.3～243.4 

内陸 W-3 佐倉市石川 110 100～110 

W-25 千葉市中央区末広 148 136～148 

Ic-2 市原市小田部 200 145～200 

成田-5 成田市三里塚 180 126.3～159.3 

N-2 成田市南羽鳥 150 121.6～143.7 

N-5 成田市北須賀 130 117.5～132.5 

袖ケ浦-2 袖ケ浦市長浦 220 127.4～149.5 

君津-1 君津市久保 200 155.3～182.9 

九十九里-1 長生村金田 30 9.5～15  

九十九里-2 大網白里町南今泉 30 10.8～16.3 

関宿-1 野田市関宿台町 200 177.5～193.1 

Yc-3 八街市沖 139 102～132 

（注）１．各月の平均水位の標高値（TP）を連続表示したものです。

２．W-25（末広-2）観測井は千葉市観測の値（提供）
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図表 4-4-4 地下水位変動状況図（測定期間：平成 15 年～平成 19 年）
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ア 地下水位の変動状況

  地下水位は、急激な都市化、工業化の発展

に伴う過剰な地下水採取により低下しました

が、工業用水法を始めとする法令等に基づく

地下水の採取規制及び地下水から表流水への

水源転換等による効果があらわれ、徐々に上

昇しており、千葉・市原地域を中心として自

噴井も再び見られるようになってきました。

 イ 地層の収縮

  地盤沈下が地層のどの部分で生じているか

を知る手がかりを得るため、地盤沈下観測井

による地層別の収縮量の観測を行っています

（図表 4-4-5）。
図表 4-4-5 地層変動量（19 年）

（注）１．井戸深度に対する変動量であり、変動量は＋
は膨張したことを、－は収縮したことを示す。

２．千葉－１（東寺山）観測井：千葉市観測の値（提供）

（３）地下水揚水量の推移及び現状

 県環境保全条例の地下水採取規制指定地域内

では、法令による地下水採取規制、公害防止協

定等の地下水採取削減指導により、地下水揚水

量は経年的には減少傾向にあります （図表

4-4-6) 。

図表 4-4-6 県環境保全条例指定地域内の
地下水揚水量経年変化

19 年の地下水揚水量は、556.6 千 m3／日で、

18 年の 560.7 千 m3／日と比べ若干減少しまし

た。用途別にみると、水道用が全体の 56.4％を

占めています（図表 4-4-7）。
 また市町村別では、柏市、佐倉市、市原市、

八千代市、千葉市、野田市が多い状況です。

図表 4-4-7 条例など規制地域内地下水揚水量

（単位：千 m３/日）

（注）１．（ ）内は 18 年の揚水量。

   ２．揚水量は、年間 365 日で除したものである。

   ３．各地域の市町村名

     東葛：野田市、柏市、流山市、松戸市、我孫子市

     葛南：浦安市、市川市、船橋市、鎌ヶ谷市、習志野市、

八千代市

     千葉・市原：千葉市、四街道市、市原市、長柄町

     君津：木更津市、君津市、富津市、袖ヶ浦市

     北総：成田市（旧大栄町を除く）、佐倉市、八街市、印西市、

白井市、本埜村、栄町、富里市、酒々井町、印旛村、

山武市（旧山武町のみ）、芝山町

（４）地下水汚染の状況

 ア 地下水汚染の確認事例

  県内の 19 年度末の地下水汚染の確認事例

数は 52 市町村で 738 地区であり、そのうち

トリクロロエチレン等揮発性有機化合物によ

る地下水汚染が確認されているのは 38 市町

の 244 地区、砒素等重金属等による地下水汚

染が確認されているのは 40 市町村の 155 地

区、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素による汚染

が 39 市町の 333 地区等となっています。

地域 工業用 ビル用 水道用 農業用 その他 計 前年比

東葛 
29.2 4.5 78.6 30.8 3.3 146.5

0.98
(30.3) (4.4) (81.4) (30.7) (3.2) (150.0)

葛南 
9.6 1.3 56.9 16.2 1.7 85.7

1.01
(10.1) (1.8) (56.4) (15.3) (1.6) (85.2)

千葉・市原
14.1 3.6 53.8 50.0 1.9 123.3

1.04 
(13.3) (3.7) (53.5) (46.5) (1.9) (118.9)

君津 
5.9 2.7 43.1 21.8 4.7 78.3

0.97 
(6.3) (1.9) (47.1) (20.3) (5.3) (80.9)

北総 
13.6 4.3 81.5 20.1 3.3 122.8

0.98 
(14.3) (6.1) (78.9) (23.1) (3.3) (125.7)

合計 
72.4 16.4 314.0 138.9 14.9 556.6

0.99 
(74.3) (17.9) (317.3) (135.9) (15.3) (560.7)

観測井名
井戸深

度(ｍ)

変動量

（mm）
観測井名 

井戸深

度（ｍ）

変動量

（mm）

野田－２ 150 -2.16 市原－１ 650 -0.08

我孫子－１ 130 -1.94 袖ケ浦－２ 220 -0.18

市川－２ 200 -0.73 君津－１ 200 -1.72

浦安－１ 60 -1.60 成田－４ 120 -0.97

習志野－１ 145 -1.17 佐倉－１ 140 -6.95

千葉－１ 480 -2.95 九十九里－４ 60 -0.48
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イ 地下水の水質状況 

  県は、「水質汚濁防止法」に基づき毎年度測

定計画を定め、地下水質の汚濁状況を常時監

視しています。

（ア）概況調査

  県下の全体的な地下水質の状況を把握する

ため、県全域を２km のメッシュ（場所によ

っては１km メッシュ）に分割し、1,354 本

（国・政令市を含む）の井戸を 5 年間で調査

しています。

19 年度は 268 本の井戸を測定し、36 本の

井戸で地下水質の環境基準を超過している

（砒素が５本、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

が 30 本、ふっ素が１本）ことが確認されま

した。

（イ）定期モニタリング調査

地下水汚染が確認された地区における汚染

状況を継続的に監視するため、汚染地区にモ

ニタリングのための井戸を選定し、水質を調

査しています。 

この結果、測定した井戸 145 本のうち地下

水の環境基準値を超過した井戸が 114 本確認

されています。

（５）地下水の主な汚染原因

 汚染原因が特定又は推定された事例では、揮

発性有機化合物の汚染は、「工場・事業場（特に

洗濯業）」における排水、廃液、原料等の不適正

な処理が原因と思われる場合がほとんどです。

また、重金属の汚染源は「自然的要因」、「工

場・事業場」が、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

の汚染源は「家畜排せつ物の不適切な処理」や

「生活排水対策の未整備」、「過剰施肥」等が考

えられます。

（６）土壌汚染の状況

 ア 農用地の状況

  農用地土壌の重金属濃度については、県内

全域の 99 地点を対象に調査を実施していま

す。

これまでに「農用地の土壌汚染防止等に関

する法律」に該当する農用地土壌汚染対策地

域はありませんでした。

 イ 市街地の状況

「土壌汚染対策法（15 年 2 月施行）」によ

り、使用が廃止された水質汚濁防止法の有害

物質使用特定施設に係る工場又は事業場の敷

地であった土地の調査や、土壌汚染による健

康被害が生ずるおそれがある土地の調査が義

務付けられています（図表 4-4-8、4-4-9）。

図表4-4-8 土壌汚染対策法の状況（政令市を除く）

（20 年８月末現在）

有害物質使用特定施設の使用廃止件数（法３条） ６５件

調査済み １３件

汚染無し（基準に適合） ６件

汚染有り（指定区域に指定） ７件

汚染の浄化完了（指定区域解除） １件

土壌汚染状況調査を実施中 ０件

確認により調査の執行猶予（ただし書き） ４６件

調査の執行猶予の手続き中 ０件

調査か確認の検討中 ６件

人の健康被害のおそれがあるものとして

調査命令した件数（法４条）
 ０件

図表 4-4-9 指定区域一覧 （20 年８月末現在）

指定

年月日
指定区域（地番）

面積

(㎡) 特定有害物質
指定

解除

年月日

16 年

3 月

30 日

我孫子市我孫子

字南飯塚 1 番 1 の一部 2,200 ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ

16 年

12 月

28 日

17 年

5 月

6 日

八千代市大和田新田

字八幡後1097番51,57 339.7 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ

17 年

10 月

18 日

佐倉市上志津

字矢橋 1077 番 55 133.1 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ

18 年

8 月

8 日

流山市流山

字東谷 945番 967
1･1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､
ｼｽ‐1,2－ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ

及びﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ

18 年

8 月

8 日

鎌ヶ谷市南鎌ヶ谷

四丁目 251 番 3、
251 番 45 から 47 まで

269
ｼｽ‐1,2－ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ及び

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ

20 年

３月

28 日

茂原市東郷字富士見

1818 番 1,200 砒素及びその化合物、

水銀及びその化合物

20 年

３月

28 日

山武市松尾町

高富旧馬渡

字南細田 220 番 1
252.3 六価クロム化合物、

ふっ素及びその化合物
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２ 県の施策展開

（１）地盤沈下対策の推進

 地盤沈下防止対策は、法令に基づく地下水採

取規制、東京湾臨海部の工場と締結している「公

害の防止に関する協定」及び天然ガス採取企業

と締結している「地盤沈下の防止に関する協定」

等の地盤沈下防止に関する指導と、地下水の代

替水の供給事業及び地盤沈下に起因する併発被

害の防止等いわゆる関連対策に分けられます。

これらの諸対策の有機的な連携を図りながら、

地盤沈下防止に努めています。

ア 地盤沈下の状況監視

  地盤沈下状況を広域的・立体的及び継続的

に把握し的確な対策を進めるため、水準測量

により地盤変動状況を、また、観測井により

地下水位及び地層の収縮状況を監視するとと

もに地下水及び天然ガスかん水揚水量調査を

行って揚水の実態を把握しています。

  また、地盤沈下の調査研究用資料及び地質

情報提供を目的とした「千葉県地質環境イン

フォメーションバンク」を整備し、ボーリン

グデータ等をホームページにより公開してい

ます。

 イ 工場・事業場の揚水量の指導

 （ア）規制

  地下水については、「工業用水法」、「建築物

用地下水の採取の規制に関する法律」及び「千

葉県環境保全条例」に基づき、工業用、建築

物用、水道用及び農業用等の地下水の採取を

規制しており、これら法令の指定地域（千葉

市を含む 25 市 4 町 2 村）では技術基準に適

合しない揚水施設の設置は原則として禁止さ

れています。

 （イ）指導

 ａ 公害の防止に関する協定に基づく指導

  千葉市から富津市にいたる臨海工業地帯に

おいては、法令による地下水の採取規制に加

え、地盤沈下防止対策として、各企業と地下

水採取の制限等を定めた公害の防止に係る細

目協定を締結し、地下水の採取を可能な限り

削減するよう指導してきました。

  なお、他に水源がなく例外的に地下水の採

取を行っているのは、現在 27 社 31 工場とな

っています。

 ｂ 地盤沈下の防止に関する協定に基づく指導

天然ガス採取については、地盤沈下に対す

る影響が大きいことから、千葉地域及び九十

九里地域の天然ガス採取企業 10 社と「地盤

沈下の防止に関する協定」、そのうち９社とは

「地盤沈下の防止に関する細目協定」をそれ

ぞれ締結し、天然ガスかん水排水量の削減等

を指導しています。

  それらの内容としては、①開発地域ごとの

地上排水限度量を設定し、その削減を図る、

②市街地内や沈下が顕著な地域等では新規の

ガス井戸の開発をしない等です。 

19 年度、細目協定締結企業９社のうち天然

ガスかん水を採取している８社について、協

定の遵守状況を確認するため立入調査を実施

し、天然ガスかん水の揚水状況、揚水量の把

握方法、測定器の作動状況等を調査しました

が、その結果は概ね良好でした。

  なお、天然ガスかん水揚水量は微減の状況

です（図表 4-4-10）。
 ｃ その他の指導

  大規模な宅地造成等の開発の事前審査に際

し、地下水の保全を図るとともに地下水のか

ん養を促進するため、透水性の高い舗装や浸

透桝等の工法の採用及び地下浸透しやすい緑

地等の地区を設けること等を指導しています。

生
活
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ウ 関連基盤整備対策

（ア）地下水の代替水源の確保

県の水供給については、県内河川及び利根

川水系の水源開発、水の有効利用促進など幅

広い施策をとっていますが、県内河川につい

ては本県の地形的制約から多くを望めず、主

に利根川水系に依存せざるを得ない状況にあ

ります。 

利根川水系の水源開発は、「利根川水系及び

荒川水系における水資源開発基本計画」に沿

って実施されていますが、ダム等の水資源開

発施設の建設は、水源地域対策の多様化や国

の財政事情などにより長期を要するため、県

は国及び水源県に対して施設の早期完成が図

られるよう積極的な働きかけと協力を行って

いるところです。 

県では表流水の確保見込量を勘案しながら、

上水道及び工業用水道事業の整備を進めてい

ます。 

ａ 上水道の整備

本県の水道事業としては、地盤沈下防止と

増加する水需要に対する長期安定水源として

の表流水の確保が必要であり、計画的かつ効

率的な水源確保とその有効利用を図るため水

道の広域的整備が進められてきました。  

この一環として、広域的な水道用水供給事

業は、現在６事業が実施されています（図表

4-4-11）。

図表 4-4-11 水道用水供給事業の概要

用水供給事業体
給水開始

年月 
供給先事業体 水源 

計画一日

最大給水

量㎥／日

九十九里地域

水道企業団 
52年7月

八匝水道企業団、

山武郡市広域水

道企業団、 

長生郡市広域市

町村圏組合 

利根川水系 194,100

北千葉広域 

水道企業団 
54年6月

千葉県営水道、 

松戸市等７市 
利根川水系 534,200

東総広域 

水道企業団 
56年10月 銚子市等２市１町 利根川水系 45,800

君津広域 

水道企業団 
55年7月

千葉県営水道、 

木更津市等４市 
小櫃川水系 205,000

印旛郡市広域

市町村圏事務

組合 

57年12月

長門川水道企業団、

成田市等７市１

町１村 

利根川水系 166,700

南房総広域 

水道企業団 
H8年10月

三芳水道企業団、

鴨川市等４市３町

利根川水系

夷隅川水系
55,060

図表 4-4-10 天然ガスかん水揚水量，還元量，天然ガス生産量の推移（県全域）
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ｂ 工業用水道の整備

県営工業用水道は、現在７地区で延べ 282
社に給水を実施しています（図表 4-4-12）。

図表 4-4-12 県営工業用水道事業の概要

これらの工業用水道事業は、工業開発に伴

う産業基盤の整備を図ることを目的とする一

方、地盤沈下の進行する地域には、地下水の

代替水源として表流水を供給する地盤沈下対

策として整備が進められてきました。

東葛・葛南地区工業用水道事業は、地盤沈

下対策としての事業であり、約 12.7 万 m3／

日の供給能力を持ち、約 11.3 万 m3／日の工

業用水を延べ 113 社に供給しており、地盤沈

下防止に効果を発揮しています。

 （イ）併発災害対策

ａ 港湾海岸高潮対策事業

地盤沈下地域においては、高潮により大き

な被害が生じることが予想され、高潮被害の

防止対策は、地下水汲上げ規制などの地盤沈

下防止対策と並んで重要です。

県内の港湾関係海岸７海岸のうち、千葉港

海岸及び木更津港海岸では、背後に人口集中

地域を有し、高潮時には浸水により大きな被

害が予測されるため、高潮護岸や水門及び排

水機場等の整備を行っています（図表 4-4-13）。

図表 4-4-13 港湾海岸高潮対策事業の概要
〔千葉港海岸〕         （単位：百万円）

年 度 事業費 事業の概要 

37～14 27,266
排水機場１１基、水門１８基
陸閘５９基、護岸・胸壁１式
の整備および改修

15～19 1,047
陸閘・胸壁の嵩上
排水機場の改修、護岸の補強

〔木更津港海岸〕        （単位：百万円）

年 度 事業費 事業の概要 

41～14 4,584
排水機場１基、水門５基
陸閘１３基、護岸・胸壁１式
の整備および改修

15～19 1,080
排水機場１基（整備）
水門１基（整備）
胸壁・護岸の補強、嵩上げ

ｂ 地盤沈下対策河川事業

葛南地区（浦安市、市川市及び船橋市）は、

地形的に平坦であるため、過去の地盤沈下に

よりゼロメートル地帯が分布し、平常の満潮

時や小降雨によっても河川の流下が妨げられ、

低地にある工場・住宅等で浸水の被害が生じ

るおそれがあります。  

このような地盤沈下による低地の内水排除

を行うため、河道等の整備を行っています（図

表 4-4-14）。
図表4-4-14 地盤沈下対策河川事業（国庫補助）

                 （単位：百万円）

年度 事業費 事業河川 

４６～１６ 20,753 真間川、秣川、境川、猫実川、
海老川、堀江川、高谷川 

１７ 30 境川 

１８ 440 境川、高谷川 

１９ 300 境川、高谷川 

ｃ 地盤沈下対策補助事業

県内で地盤沈下が生じている地域の内水排

水対策として関係市町村が実施する排水機場

及び導水路の建設に対し、県は補助金を交付

し、その促進を図っています（図表 4-4-15）。
図表4-4-15 地盤沈下対策河川事業（県費補助）

（単位：百万円）

年度 事業費 事業河川 

43～16 5,131.45
浦安市、市川市、船橋市、一宮町、
白子町、大網白里町、成東町、 
茂原市、小見川町、睦沢町 

１７ 28 小見川町、白子町 

１８ 17.6 香取市 

１９ 16 香取市 

地区名 給水区域 

給水能力

(全体計画)

㎥/日 

工期 

(年度)
備考 

東葛・葛南
市川市、船橋市、松戸市、

習志野市、千葉市の一部
127,200 S41～H5

地盤沈

下対策 

千葉 
千葉市、市原市、 

袖ヶ浦市の一部 
125,000

S42 

～S49

基盤整

備事業 

五井市原 市原市の一部 120,000
S34 

～S39
〃 

五井姉崎
佐倉市、市原市、 

袖ヶ浦市の一部 
401,760

S37 

～S45
〃 

房総臨海

千葉市、木更津市、 

佐倉市、市原市、 

茂原市、袖ヶ浦市の一部

280,000 S45～ 〃 

木更津南部
木更津市、君津市、 

富津市の一部 
206,000

S42 

～H元
〃 

北総 

成田市の一部、 

芝山町の一部、 

横芝光町の一部 

1,600 H4～H5 〃 
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ｄ 地盤沈下等への農林事業

九十九里地域で地盤沈下や上流域の開発行為に

より湛水被害等が生じている地域において排水

機場や排水路等の修復事業を国、県、市町村の

負担により県が実施しています（図表 4-4-16）。

図表 4-4-16 九十九里地域における湛水防除事業

区分 地域数 関係市町村
受益面積

（ha）

事業費 

（千円） 

完了地区 22地区 5市6町1村 3,740.4 21,569,108

実施中地区 ７地区 4市3町1村 598.8

11,185,520

(うち20年度)

1,310,000

完了、実施中

関係市町村

(6市6町1村)

匝瑳市、横芝光町、山武市、旭市、東金市、

九十九里町、大網白里町、白子町、茂原市、

長生村、一宮町、睦沢町、いすみ市 

 エ 今後の対策の検討

  全国的な地盤沈下の状況は沈静化に向かっ

ていますが、千葉県においては一部地域にお

いて依然として地盤沈下が継続しています。

  そこで、18 年度から学識経験者からなる千

葉県地盤沈下対策専門委員会の助言を受けな

がら、新たな地盤沈下対策について検討を開

始しました。

20 年度からは、この委員会を千葉県地質環

境対策専門委員会に改組し、今後の地質環境

保全対策の検討を行っています。

（２）地下水保全対策・土壌汚染対策の推進

元年に地下水質の保全を目的に制定した「千

葉県地下水汚染防止対策指導要綱」は、施行か

ら 20 年が経過し、この間、「環境基本法」、「水

質汚濁防止法」、「土壌汚染対策法」及び「千葉

県環境保全条例」等の法令が整備され、指導要

綱により指導してきた内容が関係法令の規定に

盛り込まれ、地下水汚染対策及び土壌汚染対策

を推進するための制度が整えられてきたため、

19 年度末をもって廃止しました。

なお、地下水汚染対策及び土壌汚染対策につ

いては、法令に定められた基準を遵守し、事業

者が自主的に取り組む際の具体的な対応方法を

定めた「千葉県地質汚染防止対策ガイドライン」

を 20 年 7 月に制定しました。

ア 地下水の水質の監視

20 年度以降は、従来の調査内容（概況調査、

定期モニタリング調査）に、発生源監視調査

を加え、水質汚濁防止法の特定施設で有害物

質を使用している特定事業場内もしくは周辺

の井戸を調査することで、より効率的な地下

水質の監視に努めます。

 イ 地下水汚染確認時の対応

  飲用井戸において地下水の汚染を確認した

ときは、県は、速やかに井戸の所有者に対す

る飲用指導を行います。

  また、市町村は、周辺の井戸の利用状況等

を調査し、関係する住民に地下水汚染の状況

等の周知を図るとともに、汚染の実態に応じ

た対策を行います。

 ウ 地下水の汚染防止対策

 （ア）事業者指導

県は、地下水の汚染防止及び汚染除去対策

の推進を図るため、「水質汚濁防止法」、「千葉

県環境保全条例」及び「千葉県地質汚染防止

対策ガイドライン」に基づき、有害物質使用

特定施設の工場又は事業場の指導、地下水質

の監視、地下水汚染が判明した場合の飲用指

導、汚染機構解明調査及び汚染の除去対策を

市町村と協力して実施しています。

なお、20 年 3 月現在で水質汚濁防止法の有

害物質使用特定施設の届出件数は 316 事業場

となっています。

主な業種別届出状況は、クリーニング業

22.1％、金属表面処理業 16.8％、学校・研究

機関 12.7％、化学工業 6.3％、金属製品製造

業 5.4％、水道施設・ごみ処理場 4.4％等とな

っています（図表 4-4-17)。
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 （イ）硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素による地

下水の汚染防止対策

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素は、他の項目

に比べ環境基準超過率が高い状況が続いてお

り、このため、15 年度から 19 年度にかけ、

モデル地区 3 箇所を選定し、土壌の汚染状況

を把握するための汚染機構解明調査を行いま

した。

その結果、家畜排せつ物の不適正処理や畑

地への過剰施肥が主な原因のひとつであると

考えられることから、県内の汚染地区で効果

的な対策を行うための体制を整備していると

ころです。

 エ 汚染地下水の浄化対策の推進

揮発性有機化合物による汚染が確認された

市町村のうち、19 年度は、成田市ほか７市町

が実施した汚染機構解明調査及び旭市ほか

10 市町が実施した曝気処理装置等による汚

染除去対策に対して助成を行うとともに、特

定事業場による汚染と考えられる地域に係る

汚染原因究明調査を、佐倉市ほか３市への委

託により実施しました。

また、市町村が実施する汚染防止対策が円

滑に推進されるよう技術的援助を行います。

 オ 土壌汚染対策の実施

 （ア）農用地の対策

農用地の重金属等の蓄積防止の管理基準と

して、土壌中全亜鉛含有量が 120mg/kg と定

められており、汚泥肥料等については、「肥料

取締法」で、含有を許される有害成分の最大

量が定められています。

県では、下水・し尿汚泥等の施用基準を定

め、重金属類の蓄積等が発生しないよう周知

しています。

 （イ）市街地の対策

土壌汚染による人の健康被害を防止するた

め、有害物質使用施設の廃止時等に土壌の汚

染状況の調査を実施し、指定基準を超過した

場合、県は指定区域に指定すること、また、

指定区域における土壌汚染の除去等の措置や

土地の形質変更が制限されることなどが「土

壌汚染対策法（15 年 2 月施行）」により求め

られています。

また、「千葉県環境保全条例」及び「千葉県

地質汚染防止対策ガイドライン」により、事

業者に有害物質の使用、製造、貯蔵等の適正

な管理を求めています。

図表 4-4-17 水質汚濁防止法に基づく特定施設事業場の届出状況
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